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中期目標対比表 

第１期中期目標 第２期中期目標（案） 「勧告の方向性」指摘事項 

独立行政法人統計センター中期目標 

 

社会・経済情勢の変化を的確にとらえ、ニーズに即した正確な統計

情報を提供することは、人口、経済、社会等に関する真実の状態を把

握し、行政施策の的確な企画・立案に反映することを通じて、国民の

生活向上を図るためには不可欠である。さらに、近年の国民の価値観

の多様化に伴って、統計情報に対するニーズも多様化し、その重要性

はますます高まってきている。 

こうした状況の中で、独立行政法人統計センター（以下「センター」

という。）においては、組織目標への共感や高い技術力・責任感を有す

る職員の存在が組織の適切な運営において最も重要との認識の下、職

員の専門性の向上や志気の高揚等を通じ、統計データの品質向上や製

表事務の一層の効率化を目指した業務の充実・高度化に積極的に取り

組み、統計の信頼性の確保及び統計技術の向上に貢献することが求め

られる。 

このような役割を果たすため、独立行政法人通則法（平成 11 年法律

第 103 号）第 29 条の規定により、センターが達成すべき業務運営に関

する目標（以下「中期目標」という。）を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人統計センター中期目標 

 

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 29 条第１項の規

定に基づき、独立行政法人統計センターが達成すべき業務運営に関す

る目標（以下「中期目標」という。）を次のとおり定める。 

 

  平成 20 年 月  日 

総務大臣 増田 寛也

序文 

 公的統計は、戦後復興期の制度及び統計機構の建て直し以来、国や

地方公共団体における政策運営、行政施策の企画立案に不可欠な基礎

資料として機能し、我が国の経済成長と活力ある豊かな社会形成を支

え、国民生活の安寧に寄与してきた。近年は、政策評価等による行政

運営の透明性・信頼性の確保、我が国の産業・経済に対する国際的な

評価、さらには企業活動及び国民生活における合理的な意思決定を支

える情報として、公的統計の多角的な利活用が進んでおり、公的統計

に求められる機能や役割もより高度化・多様化してきている。 

 特に、本格的な人口減少社会を迎え、少子高齢化等の社会構造変化

と産業・経済の国境を越えたグローバル化が急速に進展する今日、我

が国が国民経済の健全な発展と国民生活の充実・向上を将来にわたっ

て持続的に実現していくためには、新しい社会経済システムの形成に

向けた行財政制度の諸改革とともに、これらを支える詳細かつ精度の

高い公的統計の体系的かつ効率的な整備と、それを国や地方公共団体

そして国民一般の多目的かつ複合的な利用に広く供することが重要と

なってきている。 

 このような背景の下、政府は、公的統計制度の基本的姿勢を「行政

のための統計」から「社会の情報基盤としての統計」へと転換し、新・

統計法の制定を始め、公的統計体系の再構築、ビジネスフレームの整

備、オーダーメード集計及び匿名データの提供など、公的統計の充実

及び機能強化を図る抜本的な制度改革に着手している。しかしながら、

調査環境が一層厳しさを増し、また、厳しい行財政事情の中、行政組

織の枠組みのみで、公的統計の品質の維持・向上を図り、高度な統計

処理の専門性を要する新たなサービス提供を展開することは必ずしも

容易ではなく、その実現には、我が国の中央統計機関の一翼として、

公的統計制度の基盤となる役割を過去一貫して担ってきた統計センタ

ーの機能発揮が不可欠と言える。 

 公的統計制度と独立行政法人制度の見直しが進められている今、独
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第１ 中期目標の期間 

平成 15 年度から平成 19 年度の５年間とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 業務運営の高度化・効率化に関する事項 

（２）センターの業務経費（運営費交付金の総額から、退職手当を

含む人件費及び周期統計調査に係る経費を除いたもの）につい

て、新規追加、拡充部分を除き、期初年度に対する期末年度の

割合を 97％以下とする。 

 

 

（３）センターは、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣

議決定）を踏まえ、平成１８年度以降の５年間において、国家

公務員の定員の純減目標に準じた人員の削減の取組を行うこと

とし、今中期目標期間中である平成１８年度及び平成１９年度

の２年間においても、このための着実な取組を行う。また、併

せて給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立行政法人統計センターにおいては、不断の努力によって高めた能

力・技術の業務への適用、民間開放等の新しい統計作成リソースの有

効活用、職員の専門性の向上と中核的業務への重点配置等により、従

前にも増して生産性が高く、効率的で機動的な法人運営の実現を図る

とともに、専門的な技術と信頼に裏打ちされた正確で質の高い公的統

計の作成と新たな価値を創造する有用なサービス提供を展開するもの

とし、我が国の公的統計制度の改善・発達並びに国民経済の健全な発

展及び国民生活の充実・向上に寄与するよう、その機能を最大限に発

揮するものとする。 

 

第１ 中期目標の期間 

平成 20 年度から平成 24 年度までの５年間とする。 

 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 業務運営の高度化・効率化に関する事項 

（１）業務経費及び一般管理費（運営費交付金の総額から退職手当

を含む人件費及び周期統計調査に係る経費を除いたもの）につ

いて、新規追加、拡充部分を除き、期末年度（平成 24 年度）ま

でに、前期末年度（平成 19 年度）の該当経費相当に対する割合

を 85％以下とすること。 

 

（２）「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成 18 年法律第 47 号）及び「経済財政運営と構造改

革に関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基

づき、国家公務員の定員の純減に準じた人員の削減の取組を行

い、期末（平成 24 年度末）の常勤役職員数を前期末（平成 19

年度末）の 94％以下とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）現状の給与水準について適切かどうか検証を行い、これを踏

まえた適正化に取り組むとともに、検証結果及び取組状況につ

いて公表すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般管理費及び事業費に係る効率化目

標について、これまでの効率化の実績

を踏まえ、同程度以上の努力を行うと

の観点から具体的な目標を設定するも

のとする。 

 

○総人件費については、簡素で効率的な

政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律（平成 18 年法律第 47 号）

等に基づく平成 18 年度からの５年間

で５％以上を基本とする削減につい

て、引き続き着実に実施するとともに、

「経済財政運営と構造改革に関する基

本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議

決定）に基づき、人件費改革の取組を

23 年度まで継続するものとする。 

 

○各調査別・各工程別（受付、符号格 付

等）に業務量及びコストの現状を把

握・分析するとともに、当該分析を踏

まえ、次期中期目標期間中の経費・要

員の具体的な効率化目標を設定する。 

 

○統計センターの給与水準（平成 18 年

度、事務・技術職員）は対国家公務員

指数で 90.3 となっているが、当該給与

水準について、以下のような観点から



 3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）センターは、情報通信技術の積極的な導入・活用を図ること

により、業務運営の高度化、効率化を推進する。 

 

２ 効率的な人員の活用に関する事項 

効率的な製表業務の推進に必要な高度な技術の継承・発展を図

るため、センターは、研修等により職員の能力開発を積極的に行

う。また、センターは、業務の性格に応じた機能的な組織体制の

整備や人員の重点的配置を行う。 

 

 

 

 

３ 業務・システムの最適化に関する事項 

センターは、「独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策」

（平成 17 年６月 29 日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会

議決定）を踏まえ、国の行政機関の取組に準じて、主要な業務・

システムに係る監査及び刷新可能性調査を実施し、業務・システ

ムの最適化を実現するための取組を行う。また、業務・システム

に関する最適化計画については、平成１９年度末までのできる限

り早期に策定し、公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４）大規模周期調査の符号格付業務について民間開放等を積極的

に推進すること。特に、平成 22 年国勢調査における同業務につ

いて、平成 21 年度から行う全国消費実態調査における同業務の

民間開放の実施状況等も踏まえ、官民競争入札又は民間競争入

札の対象とすることについての具体的検討を行うこと。 

 

（５）情報通信技術の積極的な導入・活用を図ることにより、生産

性を向上させ、業務運営の高度化、効率化を推進すること。 

 

２ 効率的な人員の活用に関する事項 

（１）効率的な製表業務の推進に必要な高度な技術の継承・発展を

図るため、研修等により職員の能力開発を積極的に行うこと。

 

（２）業務の性格に応じた機能的な組織体制の整備や人員の重点的

配置を行うとともに、間接部門を中心とした業務内容及び業務

体制の見直しを行い、能率的な業務運営と業務・組織のスリム

化を推進すること。 

 

３ 業務・システムの最適化に関する事項 

「独立行政法人統計センターにおける業務・システム最適化計

画」を着実に推進すること。 

 

 

 

 

 

４ 随意契約の見直しに関する事項 

（１）「公共調達の適正化」（平成 18 年 8月 25 日財計第 2017 号）を

踏まえ、及び「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年 12 月

の検証を行い、これを踏まえた適正化

に取り組むとともに、その検証結果や

取組状況については公表するものとす

る。 

① 国からの財政支出の大きさ、累積

欠損の存在、類似の業務を行ってい

る民間事業者の給与水準等に照ら

し、現状の給与水準が適切かどうか

十分な説明ができるか。 

② その他、給与水準についての説明

が十分に国民の理解を得られるもの

となっているか。 

 

○大規模周期調査の符号格付業務につい

ての官民競争入札等の導入などの民間

開放等を積極的に推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 契約については、原則として一般競

争入札等によるものとし、以下の取組

により、随意契約の適正化を推進する
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第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る事項 

１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事

 項 

各種施策その他の基礎資料を得るために総務省が実施する国勢

調査その他国勢の基本に関する統計調査のうち、次に掲げるもの

について、センターは、社会・経済情勢に対応した統計データを

迅速かつ的確に作成するとの観点から、総務省が明示した基準に

基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごとに定める期限までに

該当区分の製表結果を総務省に提出する。また、製表結果の精度

確保やプライバシー等の秘密の保護のために必要な措置を講じ

る。 

 

（１）国勢調査 

・平成 12 年に実施された国勢調査 

・平成 17 年に実施される国勢調査 

 

（２）事業所･企業統計調査 

・平成 13 年に実施された事業所･企業統計調査 

（甲調査及び乙調査）

・平成 16 年に実施される事業所･企業統計調査（簡易調査） 

・平成 18 年に実施される事業所･企業統計調査 

（甲調査及び乙調査）

 

（３）住宅･土地統計調査 

・平成 15 年に実施される住宅･土地統計調査 

24 日閣議決定）に基づき、契約内容の公開及び随意契約の見直

しの徹底を図り、業務運営の一層の透明性の確保と効率化を図

るとともに、毎年度その取組状況について公表すること。 

 

（２）監事による監査において、入札・契約の内容についてチェッ

クを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る事項 

１ 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する事

 項 

（１）次に掲げる総務省設置法（平成 11 年法律第 91 号）第４条第

85 号の国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査（以下「国

勢調査等」という。）について、社会・経済情勢に対応した統計

データを迅速かつ的確に作成するため、総務省が定める基準に

基づいて事務を進め、総務省が集計区分ごとに定める期限まで

に当該区分の製表結果を総務省に提出すること。 

 

 

 

① 国勢調査 

 

 

 

② 事業所・企業統計調査 

 

 

 

 

 

 

③ 住宅･土地統計調査 

 

ものとする。 

① 統計センターが策定する「随意契

約見直し計画」に基づく取組を着実

に実施するとともに、その取組状況

を公表すること。 

② 一般競争入札等により契約を行う

場合であっても、特に企画競争や公

募を行う場合には、競争性、透明性

が十分確保される方法により実施す

ること。 

また、監事及び会計監査人による監

査において、入札・契約の適正な実施

について徹底的なチェックを行うよう

要請するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 5

・平成 20 年に実施される住宅･土地統計調査 

 

（４）就業構造基本調査 

・平成 14 年に実施された就業構造基本調査 

・平成 19 年に実施される就業構造基本調査 

 

（５）全国消費実態調査 

・平成 16 年に実施される全国消費実態調査 

 

（６）全国物価統計調査 

・平成 14 年に実施された全国物価統計調査 

・平成 19 年に実施される全国物価統計調査 

 

（７）社会生活基本調査 

・平成 18 年に実施される社会生活基本調査 

 

（８）サービス業基本調査 

・平成 16 年に実施されるサービス業基本調査 

 

（９）労働力調査 

・平成 14 年度から平成 19 年度に実施される労働力調査 

 

（10）小売物価統計調査（消費者物価指数） 

・平成 14 年度から平成 19 年度に実施される小売物価統計調査

 

（11）家計調査 

・平成 14 年度から平成 19 年度に実施される家計調査 

 

（12）個人企業経済調査 

・平成 14 年度から平成 19 年度に実施される個人企業経済調査

 

（13）科学技術研究調査 

・平成 15 年度から平成 19 年度に実施される科学技術研究調査

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 就業構造基本調査 

 

 

 

⑤ 全国消費実態調査 

 

 

⑥ 全国物価統計調査 

 

 

 

⑦ 社会生活基本調査 

 

 

 

 

 

⑧ 労働力調査 

 

 

⑨ 小売物価統計調査（消費者物価指数） 

 

 

⑩ 家計調査 

 

 

⑪ 個人企業経済調査 

 

 

⑫ 科学技術研究調査 

 

 

⑬ サービス産業動向調査 

 

⑭ 家計消費状況調査 

 

⑮ 住民基本台帳人口移動報告 

  

（２）上記（１）に掲げる統計調査のほか、経済センサス（仮称）そ

の他の新たな国勢の基本に関する統計調査、国勢調査等の実施
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２ 受託製表に関する事項 

センターは、次に掲げる統計調査について、府省等からの委託

を受けて製表事務を行う。なお、この際、委託府省等と緊密な連

携をとりつつ、事務を進めるものとする。 

 

 

 

 

 

(１) 国家公務員給与等実態調査（人事院） 

(２) 職種別民間給与実態調査（人事院） 

 

 

(３) 国家公務員（特別職・自衛官）給与実態調査（総務省）

(４) 公庫・公団等給与実態調査（総務省） 

(５) 国家公務員退職手当実態調査（総務省） 

(６) 地方公務員給与実態調査（総務省） 

 

(７) 家計調査の特別集計（特定品目）（財務省） 

(８) 雇用動向調査（厚生労働省） 

(９) 賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

(10) 商業統計調査（経済産業省） 

(11) 自動車輸送統計調査（国土交通省） 

 

 

(12) 内航船舶輸送統計調査（国土交通省） 

 

(13) 建設工事統計調査（国土交通省） 

(14) 建築着工統計調査（国土交通省） 

（注）上記カッコ内は委託府省等を示す。 

 

 

 

このほか、センターは、府省等又は地方公共団体からの委託を

受けた統計調査について、その製表事務を行う。 

また、センターは、府省等又は地方公共団体から統計調査の製

表を受託するため、機動的な運営体制の整備に努める。 

 

 

に必要な試験調査、事後調査等についても総務省が定める基準

に基づいて事務を進めること。 

 

２ 受託製表に関する事項 

（１）次に掲げる統計調査等について、国の行政機関からの委託を

受けて製表業務を行うほか、総務省が国勢調査等の集計の一環

として指定する地方別集計、人事院及び財務省による家計調査

の特別集計、人事院による全国消費実態調査の特別集計につい

て、地方公共団体並びに人事院及び財務省の委託を受けてこれ

らに係る製表業務を行うこと。受託製表を行うに当たっては、

上記１の国勢調査等の製表業務を圧迫しないようにするととも

に、コスト管理を徹底すること。 

① 国家公務員給与等実態調査（人事院） 

② 職種別民間給与実態調査（人事院） 

③ 民間企業の勤務条件制度等調査（人事院） 

 

 

 

④ 国家公務員退職手当実態調査（総務省） 

⑤ 地方公務員給与実態調査（総務省） 

⑥ 公害苦情調査（総務省） 

 

⑦ 雇用動向調査（厚生労働省） 

⑧ 賃金構造基本統計調査（厚生労働省） 

⑨ 商業統計調査（経済産業省） 

⑩ 旅客自動車運送事業輸送実績調査（国土交通省） 

⑪ 貨物自動車運送事業輸送実績調査（国土交通省） 

 

⑫ 内航船舶輸送統計調査（国土交通省） 

⑬ 船員労働統計調査（国土交通省） 

⑭ 建設工事統計調査（国土交通省） 

⑮ 建築着工統計調査（国土交通省） 

⑯ 建築物滅失統計調査（国土交通省） 

⑰ 住宅用地完成面積調査（国土交通省） 

⑱ 建設総合統計（国土交通省） 

 

 （２）上記（１）の受託製表のほか、国の行政機関及び地方公共団

体の行う公的統計の整備を支援するため、上記１の国勢調査等

の製表業務を圧迫しない範囲内で、国の行政機関又は地方公共

団体から委託を受けて製表業務を行うこと。なお、これらの製

表業務の受託に当たっては、実費に相当する費用の徴収を原則

とし、コスト管理を徹底すること。 

 

 

 

○ 受託製表業務については、本来統計

センターが担うこととされている国勢

の基本に関する統計調査の製表業務を

圧迫しない範囲内で実施するものとす

る。その際、コスト管理を徹底するも

のとする。 
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３ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に

関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域メッシュ統計、社会生活統計指標、推計人口等の加工統

計の作成を始めとする統計の作成及び利用に必要な情報の蓄

積、加工その他の処理について、センターは、総務省が明示し

た基準に基づいて事務を実施する。 

また、センターは、統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、

加工その他の処理を行うための体制を整備するとともに、これ

に必要な知識やノウハウを有する人材の確保・育成に努める。

 

 （３）平成 21 年度に統計法（平成 19 年法律第 53 号）が全面施行さ

れる予定であることを踏まえ、国勢調査等のうち総務省が指定

するもの及び国の行政機関から統計法第37条に基づき事務の委

託を受けた統計調査について、受益者負担の原則の下、同法第

34条に規定する一般からの委託に応じた統計の作成等を平成21

年度から開始することを視野に、必要な準備を行うこと。 

 

３ 統計の作成及び利用に必要な情報の蓄積、加工その他の処理に

関する事項 

（１）「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」（平成 18 年 3

月 31 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づ

き、平成 20 年度から政府統計共同利用システムの運営管理を行

うこと。 

 

（２）統計法第 27 条に基づく事業所母集団データベースの整備につ

いて、総務省が定める基準に基づき事務を進めること。 

 

 （３）国勢調査等のうち総務省が指定するもの及び国の行政機関か

ら事務の委託を受けた統計調査について、匿名データの作成を

行うとともに、平成 21 年度に統計法が全面施行される予定であ

ることを踏まえ、同法第 37 条の規定に基づき、受益者負担の原

則の下、同法第 36 条に規定する一般からの求めに応じた匿名デ

ータの提供を平成 21 年度から開始することを視野に、必要な準

備を行うこと。 

 

 （４）国の行政機関の行う統計法第 32 条に基づく調査票情報の二次

利用及び同法第 33 条に基づく調査票情報の提供、上記２（３）

による一般からの委託に応じた統計の作成等並びに上記（３）

による匿名データの作成及び提供を効率的かつ効果的に行うた

め、平成 21 年度に統計法が全面施行される予定であることを踏

まえ、国勢調査等及び国の行政機関から事務の委託を受けた統

計調査について調査票情報及び匿名データの集積・保管を行う

統計データアーカイブを構築し、運営する準備を行うこと。 

 

（５）地域メッシュ統計、社会生活統計指標、推計人口等の加工統

計の作成を始めとする統計の作成及び利用に必要な情報の蓄

積、加工その他の処理について、総務省が定める基準に基づい

て事務を実施すること。 
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４ 技術の研究に関する事項 

センターは、より効率的かつ効果的な製表業務の運営に資する

ための技術の研究について、そのための体制を整備するとともに、

必要に応じ、国際機関や諸外国の統計機関等と交流すること等に

より国際的な動向をも踏まえつつ、積極的に実施する。 

また、当該研究の成果を十分に活用し、調査環境の変化や統計

利用者のニーズの複雑多様化に、より的確に対応できるように努

める。 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、「第２ 業務運営

の効率化に関する事項」で定める事項について配慮した中期計画

の予算を作成し、当該予算による運営を行うこととする。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ センターは、業務の実施に必要な設備等の適切な整備に努める。

 

２ センターは、職員の安全確保、メンタルヘルス等の労務課題へ

の適切な対応を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ センターは、災害や緊急事態に即応可能な危機管理体制を構築

する。 

 

 

 

 

 

４ 技術の研究に関する事項 

（１）上記１から３までに掲げる業務に必要な技術について、符号

格付業務の自動化の研究及び未回答事項の機械的な補完方法の

研究に重点化するとともに、研究成果を業務運営に十分に活用

し、及び調査環境の変化や統計利用者のニーズの多様化に的確

に対応できるように努めること。 

 

（２）できる限り具体的かつ定量的な研究成果の目標等を設定し、

その達成度の評価に基づき着実な技術研究の遂行を図ること。

 

 

５ その他 

上記１から４までに掲げる業務を行うに当たっては、製表結果

の精度確保や秘密の保護のために必要な措置を講じること。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、「第２ 業務運営

の効率化に関する事項」で定める事項について配慮した中期計画

の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。 

 

第５ その他業務運営に関する事項 

 

 

 

 

 

１ 就業規則等の整備等 

独立行政法人整理合理化計画に基づく役職員の非公務員化に向

けて、就業規則の整備等の必要な準備を遺漏なく行うこと。 

 

 

 

 

 

 

２ 情報セキュリティ対策及び危機管理の徹底 

調査票情報、公表前情報その他の保有する情報を保全し、業務

の確実な実施を確保する観点から、情報セキュリティ対策を徹底

するとともに、災害や緊急事態に即応可能な危機管理を徹底する

こと。 

 

 

○ 製表等の技術研究については、より

効率的に業務運営を行う観点から、次

期中期目標期間中は、符号格付業務の

自動化の研究及び未回答事項の機械的

な補完方法の研究に重点化するものと

する。その際、できる限り具体的かつ

定量的な研究成果の目標等を設定し、

その達成度の評価に基づき着実な技術

研究の遂行を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 統計センターの事務及び事業につい

ては、簡素で効率的な政府を実現する

ための行政改革の推進に関する法律

（平成 18 年法律第 47 号）第 52 条の規

定の趣旨を踏まえ、統計法（平成 19

年法律第 53 号）の全面施行に合わせ平

成 21 年度から非公務員が担うものと

する。 
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４ センターは、業務の運営に当たって、環境保全の観点から環境

に与える影響に配慮し、適切な対応を図るよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 環境への配慮 

環境保全の観点から、環境に与える影響に配慮した適切な対応

を図るよう努めること。 

 

４ コンプライアンスの徹底 

業務運営及び公的統計に対する信頼性を確保する観点から、コ

ンプライアンスを徹底すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


